
論点 長期にわたる治療等が必要な疾病を抱えた 
 患者が働き続けるためには、どのような取組が必要か。 

・ 難病については、根治療法こそ確立されていないものの、一部の疾患について、大

幅な予後の改善がみられる。近年、医療や生活支援のみならず、就労支援のニーズ
も高まってきている。疾病の特性等も踏まえ、支援の充実が必要ではないか。 

①ハローワークにおける難病患者の職業紹介状況 
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パソコン・電話機・ファックス等業務で必要な機器の利用しやすさの配慮 

段差がない・スロープがあるなど建物が利用しやすい 

休憩時間が認められる 

休憩室がある 

配置転換等に伴う訓練・研修等の配慮 

職場内における健康管理等相談支援体制の配慮 

業務遂行を援助する者の配慮 

通院・服薬管理等医療上の配慮 

休暇を取得しやすくする等休養への配慮 

短時間勤務等勤務時間の配慮 

力仕事を回避する等職務内容の配慮 

配置転換等人事管理面についての配慮 

（%） 

・最近６ヶ月の収入を伴う就労状況について 

・勤務先において配慮を受けていることについて（複数回答可）  

（出典）難病患者等の日常生活と福祉ニーズに関するアンケート調査（平成２２年度障害者総合福祉推進事業報告書） 

②難病患者の就労に関するデータ 
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○難病相談・支援センターやハローワークにおける相談体制の充実を図るとともに、難病相談・支援

センターとハローワークをはじめとする地域の関係機関の間での連携強化を図ることが必要では
ないか。 

 

ハローワーク 医療機関 

難病相談・支援センター 

職  場 

障害者職業センター、 
障害者就業・生活支援センター等 

 

○難病の種類は多岐にわたり、その態様もさまざまであることから、疾病の特性に応じたきめ細かな
対応が必要ではないか。 

 

疾病とそれに応じた事業主が雇用する上での留意点の例 

 炎症性腸疾患（潰瘍性 
   大腸炎、クローン病） 

若年や働き盛りで発症例が多いこともあり、就労例の多い疾患。治療後数ヶ
月間は症状が不安定であるため、就業継続の支援が重要。 

全身性エリテマトーデス
（いわゆる膠原病） 

体の様々な部位で炎症が起こる、女性に多い病気。過労や寒冷を避け、症状
悪化の兆しがあれば休息をとれるようにし通院しやすくすることが大切。 

 重症筋無力症 普通よりも筋肉が疲れやすいという症状が特徴。症状が一日の中で変化し、
筋肉を使うと疲労が進み、休息をとると回復するため、仕事内容を調整するこ
とが大切。 

③難病相談・支援センターにおける相談内容（平成22年度実績報告） 

相談内容 相談件数 （構成比） 

医療機関  827 (18%) 

患者会・団体活動  408 (9%) 

病気・症状  328 (7%) 

療養環境等  1,035 (23%) 

福祉サービス（支援制度等）  1,045 (23%) 

就労・学業  225 (5%) 

その他  514 11% 

（単位：件） 
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論点 長期にわたる治療等が必要な疾病を抱えた患者が働
き続けるためには、どのような取組が必要か。 

・ がん、肝炎は、医療技術の進歩等により、「働くこと」が可能な患者が増えており、

患者が、生きがいをもちつつ、安定した生活を送ることが重要である。こうした生活を送
ることができるよう、「働くこと」に関する支援の充実など環境整備が必要ではないか。 

○ がん・肝炎の患者について、現在どのように働いているのか、また、「働くこと」につ
いてどのような課題があり、どのような支援が必要か、実態を把握する必要があるの
ではないか。 

がん対策推進基本計画（平成24年6月閣議決定）【抜粋】 
 
○がん以外の患者へも配慮しつつ、がん患者・経験者の就労に関するニーズや課題を明らかにし
た上で、職場でのがんの正しい知識の普及、事業者・がん患者やその家族・経験者に対する情報
提供・相談支援体制のあり方等を検討し、検討結果に基づいた取組を実施する。 
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C型慢性肝炎IFN治療の変遷とSVR率※の推移 
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※SVR率・・・ウイルス排除率。抗ウイルス治療終了後24週経過した時点で血中のウイルスが
陰性化した割合。 

治療と就労の両立が困難な例 

〈事例A〉 乳がん 
  術後、抗がん剤治療やホルモン 
  治療を行うため、5～10年通院 
     しなければならない。 
 

〈事例B〉 胃がん 
   術後、補助化学療法として1年間 
     服用するTS1という抗がん剤の 
   副作用（※）がある。 
   （※）悪心・嘔吐、下痢、食欲不振など 

  経過観察は５年。 
 
 

0 
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○がん・肝炎の患者が働き続けられるよう、保健医療分野の支援と就労支援につい
て、さらなる機能強化に取り組む必要があるのではないか。また、これらの支援がよ
り効果的に行われるよう、十分な連携を行う必要があるのではないか。 

三者の
連携が
不十分 

保健医療分野の支援 
（病院、支援関係者・専門機関等） 

・就労上の課題についての相談に対応する
ための体制・知識が不十分。 

 （がん診療連携拠点病院相談支援セン
ター、肝疾患診療連携拠点病院等の肝疾
患相談センター） 

・病院、支援関係者・専門機関間の連携が
不十分。 

就労支援機関 
疾病を有する患者の相談・支援に対応す
るための体制や知識が不十分。 

職 場 
疾病や治療に関する知識、雇用管理のノ
ウハウが不十分。 

0 10 20 30 40 50 60 

「がん患者さんが働くこと」の大切さが社会的に認識されていない 

働くことの相談の専門家がいない 

がん患者さんの職場に関する情報がない 

相談・アドバイスをするための情報・資料が不足している 

働くことに関する法制度や社会保障などについて勉強できる機会がない 

「働くこと」に関する支援をする上での苦労・困りごと（複数回答可） 

※がん診療連携拠点病院相談支援センターに対する調査結果（2009）より 

○がん・肝炎の患者が働き続けられるよう、がん・肝炎という病気に関する理解、治療
と「働くこと」を両立するために必要な知識等について、社会全般に普及する必要が
あるのではないか。 

インターフェロン治療を断った理由 

Ｑ．インターフェロン治療を断った方のうち、その理由の中で最も当てはまると思うものについて 

１．忙しく、入院や通院ができない  35% 
２．副作用が心配            28% 
３．高齢だから              8% 

４．自覚症状がなく、必要ない    6% 
５．お金がかかるから         5% 

※肝炎患者に対するインターフェロン治療の現状に関する調査（2009）より 

職 場 
（上司・ 

人事スタッフ） 
・疾病やその治療に関
する知識が不十分 

患者・家族 
 

・就労が可能な範囲
に関する理解が不
十分 

就労支援機関 
 
・疾病やその治療に関す
る知識が不十分 

 

病院・相談支援セ
ンター等 

・治療に際し、就業状
況等の考慮が不十
分 
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・糖尿病は、国民の多くが罹患している、いわば国民病である。患者の治療が中
断されることなく継続されるためには、患者の治療継続への理解を深めるととも
に、職場の理解も深めていく必要があるのではないか。 

 

 

 

論点 長期にわたる治療等が必要な疾病を抱えた患者が働
き続けるためには、どのような取組が必要か。 

 
 

○職場の事業主や産業保健スタッフにより、職員全体への啓発や、 
糖尿病を持病にもつ職員に対するきめ細かい指導・支援が 
進められることが重要ではないか。 

  
 

 

 

 

 

 

 

  

  
 

 

○「糖尿病では、治療継続
が重要であること」を患者
だけでなく、広く国民に啓
発し、継続的な治療が受け
られる環境を整備すること
が必要ではないか。 

社外医療機関で糖尿病治療中の従業員の 
治療状況の把握 

 31.4％  
 68.6％  

■ 把握していない  
■ 把握している  

77.1％   
8.3％   

0% 20% 40% 60% 80% 

4.2％   

 本人からの申告  

 主治医へ企業から問い合わせ  

 社外医療機関主治医からの連絡   《その把握方法は？》  

中断理由；  
○仕事で忙しかった                     （５１％） 
○通院が面倒              （１４％） 
○家族に病人が出た等 家庭事情  （９％） 
○内服なく調子よいため自己中断した（６％） 

 男性・若年・サラリーマンや専門職に中断多い。 

糖尿病定期通院を自己中断した理由（J-DOIT2) 

J-DOIT２：日本糖尿病学会による 
糖尿病治療中断抑制の活動研究 

社内での糖尿病教育 
（生活習慣病の講習会や指導を実施していますか？） 

実施していない理由 
■業務多忙のため：24.6％ 
■糖尿病教育は不要：8.5％ 
■その他： 
   個別指導をしているため 
   主治医に任せている 
   必要性が低い 
   これから取り組む予定である 
                                 など 0% 

50% 
100% 

小企業 

中企業 

大企業 

行っている 

行っていない 

60.6% 

22.7% 

16.7% 

糖尿病重症化予防に 
社会全体で取り組むことが必要 

受療者 

未受療者 
・ 

受療中断 
ｺﾝﾄﾛｰﾙ不良 

                         合併症高リスク 
・糖尿病性腎症による腎不全（人工透析） 
     約１０万人（新規１６,２７１人/年） 
・糖尿病による足壊疽       約８万人 
・虚血性心疾患の総患者数 約８１万人 

ｺﾝﾄﾛｰﾙ良好 
(HbA1C＜6.5%) 

保健指導 
（発症予防の取組） 

・生活習慣の改善指導 

         

          
糖尿病の可能性が 
否定できない者 

          
糖尿病が強く 
疑われる者 

１，３２０万人 

８９０万人 

 国 民 

 
         １．２億人 

健 診         

健診の受診率 
が低い 

健診後の受療率 
が低い 

治療中断率が高い 
（治療継続率６３．７％） 

効率的・効果的な 
普及・啓発が不十分 

医療機関同士の 
連携が不十分 

5 


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	・糖尿病は、国民の多くが罹患している、いわば国民病である。患者の治療が中断されることなく継続されるためには、患者の治療継続への理解を深めるとともに、職場の理解も深めていく必要があるのではないか。

